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論 文 内 容 の 要 旨

本論文は、全幽章 より成 って於 り、それぞれ既発表論稿を基健 としなが ら、全体 を再構成 し、

統一 して編 別をなすに至 った もので ある。

本論 文が主細 をなす課題は、明治期に澄け る紡績連会 を中心に、近代 工業 の資軍家的組織の推

移を あつかい、 資本主義の発達段階 のそ れぞれに診け る性質を分仇 しようとした もので ある。以

下章 を遺 って、その内容の毅約を紹介する。

論一章は、明治十年代の紡績連合会を あつかっている。

紡績連合会は明治15年 の成立であるが、洋 紙製造業に澄いても同様の連合会がほほ同 じ時期

成立 した。 このように、洋式機械 を輸八 し洋人技師 を催 い、その技術 を見習って産業 を起そ うと

した部門に、 この ような連合会の成立を 見るのは、注 白すべ き事実 といわねぱならぬ。そ こで研

究史をみ ると、カルテル とするか、 もしくは同業組合的性格 とす るかの二説があ り、 とくに傑 く

追求 され ていないのである。 したが ってそれぞれの説につ いて、理 由ず けを知 ることは困難なわ

けであるQし か し同業組 合的 とみる ことは、資本 とくに近代的機械 制工業 の部門で あるだけに、

支持 しズ ない。 もっとも、なぜ同業組合的 とする説がでて くるかは別 圃の課罎 となる ところだが、

ともか く無壌 な説である¢されば といって、 カルテル説を支持 で きるわけでは ない。 なぜ な ら、

資本主義の初期にカルテルが現れ るとす るこ とは全 くできない。それな らこれを どうみるか、そ
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のi生翼を見究 める必要がある と課題 を出 した。

そ こで なぜ連 合会が設立されたか を調べ ると、粥港後と くに明治に入 って、綿製品関係 の輸入

が激増 し、 とくに綿糸が大 きく影響 している。そ の結果、留易収 支は逆調 とな り、財政を圧迫 し、

さ らに園内棉作農民 を圧迫 しているので ある。それがため明治政府は、 この ことを防 ぐため近代

的綿糸紡績業の扶植に のり出 した。 また大阪紡績 のように全 く民聞か ら起 一た もの もあったが、

十年代 は政府の保護 をうけた ものが多か(た 。.そうした ことか ら紡績業は 「洋 糸防遇 」を任務 と

していた。製紙連合会 の場合はその規約 の中に、外 国品 と対跡す るための もので あるこ とを理鮮

できる条墳 を含 んでい る。紡績業 では最初の規約は 残存 しないが、各紡績所設立趣意書にそれを

理解で きゃ ものが 少 くない。

開国 して国際留易レ(人'、た とき、先進国工業製品 の圧倒的流入を うけ、国 際収 支に嗣難を来 し、

また国 内農民が破滅に追いや られる事情は、 どこに も見られるが、独立国家 は関税政策に よって ・

ある程慶は防 ぎとめ、国内産業 を保護、育 成 した。 しか し日本は不平等条約 下関税 自主潅 が左 く

それができなかった。 したが・・て関税 の欠如 を補 ったのが連合会 であ り、育成関 税 と同様 の役割

を担 ったとするのが'瓜稿の主張で ある。

そ こで遵合会のな した事をみ ると、技術修得、技術者 、従業員等の養 成、生産の成績 の相互公

開、協力など、 カルテル と違 って育威的役割が強 く、独 占的 な側 面、例亥.ば価絡 協定 などの面は

殆ん ど効果的 に行われ ていない。

そ こで、 この連合会は初 期資本のいわ ゆる初期独 占では な く、 産業資本育成を果 した ものであ

るか ら育成 「カ ルテル 」とし、本来的 カルテ ルに先行 した ものであるとした。

.最後に、.マニユ プアクチコ・アやホ生産にあっては、 「粗製濫造 」問題 を契機 としその克服のた

め岡業組合 を結成す るに至るが、 ¢)ちに出現する協同組合が、 ここでは外国 の進んだ国 との貿易

関係 をとりむすんだ ところに生れている ものであ り、保 護的性質を もつ もの としている。

鵜二章は明治二十年代の紡績連含会をあつか ってい る。

先章 のあ とを うけ、初期 「カルテル 」が どう変 ってゆ くかを分析 した。明治.25年 巖 初の恐慌

とともに、紡績連合会 はさまさ まな活動 を した。 と くに ダンピング的性 質を もった最初の輸出を

開始 したG研 究 史上は、やは り同業組合的性質 とみる見解 もあるが、 カルテル説 が多 くな る。同

桑組合的 とす る説は、綴 籏業は じめ、 日本での産業資本の確立が、日清戦争後である とすズ診 く

とす ると、そのまズに「カルテル 」を認めるのに疑問視するためである。他方、 カルテル説は、

紡連 のその後の活動 を扱 って論 らず、 また、その後の 日清戦争後産藁資本確立をみ とめる点では

陶業組合説 と同一 である。同業組合説の疑問 に答身 てい ない。本稿では、・卜生産か らマニユフア

クチユアへ、そ して櫨 威制大工業の成立へ と進む頗調な過程を前提 とする方法の実証 とい う手続
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きか らは、その ような問題 は解 き身 ないのでないか とし、初期 「カノレテル 」の変化に注 目した。

まず、 ドイツ資本主義 において、育成蘭税が どのような条件で、 どの ような具合に、 カルテル

保護関税 に変化 して行 ったかを明かに し、また ドイツ資本主義が 後進園 として、イギ リス資本王

義 とくらべて、 どの ように異 った道 をた どったか 、 どの よ うに異nた 発展段階 を経過 したか をみ

たQそ れに よって日本 の場合 の発 展上の特徴 をとらえ、育成 「カルテル 」の変化 を とらえ る手が

か りを とらズ ようとした。

紡績連 合会は明治21年 に、企業勃興のあとを うけ、 あらためてそ の団結 を強圃 にすべ く、名

称、規約その他を改 めて新たな出発 を した。それは競争 を制限 し洋糸に対抗す るためであった。

そ こで明治25年 恐慌において とった対策 をみ ると、育威的側 面がな くなった といえないが、洋

糸対挾の姿勢 をと りなが ら、 カルテル的性質を示す ものへ変化 した。 とくに、輸人品には高率関

税を要 求 し、 自国製品の輸出には低率関税 と奨励 を求める姿勢が現れた。 もっとも自主関税の欠

如 したわが国は、 これはできなかnた が、.注白され る事実である。それ が進んでは、棉花 諭入、

綿糸輸出両闘税 免除 の髪求 となった ものである。明治20年 代 の紡連 は、 この運動に明け暮 れた

とい って よい。

棉綿両関税の免除は、 自由主義的性 質の政策、 自由貿易の実現 とする 見解が、研究 史.一と一般的

であって、引 きつ づ く産業 費本確立へ と結びつけてゆ く。 ところが帝函農会を代辮 とす る農i業側

の批判は、紡績は 自由留 易を求めると称 してその実は 自分 だけを保 護す ることを求めているのだ

とのべた。 と くに棉花関税 の免除に対 し農村棉作を破滅させ ると農村 の批判 、反 対が強か った。

棉花輸入関税 免除を扱 った研究書はあるが、綿 糸輸出衡枕免除を扱 った ものは、 ごく少 なく、

前述の ように、関税の低率化 ない し免除 をイギ リス 自由貿易連動 のときの実施 と類似 している こ

ともあってか、自由貿 易的実施 とされている。本稿はそれ と全 く逆 に規定 してある。すなわち、

関祝 自主権が ないために輸入外国製品に高関 税を付す る等 自由が ない。そ こで、競争 し合 う印慶

綿糸と日本 糸が中国市場 に到着 した ときの価格関係を詳 し くしらべ、 どの ように援 助すれ ば競争

に勝てるかを考 乏て{采った もので、関税 自主権欠如の下 で採 った カルテル保護関税政策で あると

した。 したがって正常な形の もの ではないのである。

ついで、印度 棉花購入に あたって、 日本郵船会 社 と紡績連合会の提携につい ても、 これ を独 占

的性質の もの とみる説はなか ったが、 これ を海運同盟に ともな う独 占的性質 と した。 すなわち、

:孟買,日 本航路は外園船 の独 占で、そ の闘に海運同盟が成立し、その他の船 の就航 を駆 遂 して

いた。『日本郵船 は紡績連合会 と結んで、定期船就航を安定 させ る債荷保 障 を獲得、さ らに国家援

助の下、つま り三者一体 となって、海運同盟 とくにその有力船会 仕であった ピー9オ ー会社 と争

ったのである。 か くて協定成 って日不郵船は海運同盟 に加盟 するが、さきの債荷安定 の保障 に紡
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違 とていけいし、運賃 の一部 を リベー トす ることにした。 この特約関係は紡連 のカルテル的性質

を一段強加 したQ

こ うして、たんに 明治25年 恐慌の ときの処置に よってばか りでな く、その後の政:策要 求 とそ

の実施を通 じ、紡績連 合会が カルテル として変 って行 った。

第三章 は、前章 を うけて、紡績業 が カルテル的性 質を加ズ、海外 輸出に椿力的に乗 り出 しなが

ら、い ち早 く海外への企業進を試み るに 至った事情 をさ ぐってい る。

日清 戦争後の下関条約第6条 第4填 は、中国 に澄ける企業経営を日本にみ とめた条項 であるが、

それは通商条約 に再議さるべ きものであった(と い う点 も争点 であったが)。 その交渉過程 の分

析を通 じ、争点は、企業経 営はみとめっつ、中国国内課税 と最患国条款が争われた ことがわか り

その結着 までに先進諸国 の動 向が大 き く作用 しているQ外 国は、最恵国条款 に よって 日本の獲得

を荊 用 し、中国 の日本 への対立 に当 っては中国側に廻 ってい るQこ うした事構があって、 日本の

企業 進出は具合 よく進行 しなか ったが、その動 きはすでにあった。そ してそれは、海外 諸国の中

国進出に刺 激され てのこ とであ った。

19世 紀末中国市場は大 きく問題 となり、海外企業の進 出は、商業機関、銀行 のほか、製造業

に及んだが、製造企業 はみ とめて於 らず外 交上の争点で あった。 日清戦争は これを解決 したが、

日纂はその利用 を困難にされ、それ をこ身るほ どの力 もなか った とい身.よう。

第四章にお・いて、明治50年 代 にあった とされる産業革命説の再検討 と独 占化煩向を扱 ってい

るo

まずは じめに、 日本 のぱあい、産業資本 の形 成は程 な く独 占化(カ ルテル形成)し てき、その

重複 した進行 を特徴 としてい る。 しか しこのような事情は 日本 だけにみ られるのではな く、いわ

ゆる後進資奉主義にみ られ ることであるQ反 面で は農村分解 の不徹 底、手工業の残存 などを とも

左ったo

こうい う場合の産業革命はどのようになるかを問レ}、産業革命の始点は、近代的磯械制工場の

創設に求め られ るが、終 りの方 は、独占化が進行 してゆ くの と重 なることか ら、明瞭 に判別 でき

なくな り、産業革命は歴史的時期区分を劃 しがたい として問題 を出 してい る。

っ いで 日取の産業革 命を しらべ る と、 明治30年 頃では、紡績業 をのぞいては、磯械 制大工業

はす くな く、重工業 と くに工作機械部 門の著 しい立 ち澄 くれが 南ることがみ とめ られる。他方で

は、生 産と資双の集 中運動がは じま 鉱 カルテル彰成 も進ん だ。 しか もその う身国家 資本が拡充

され、官業のほか特 殊銀行 とりわけ 日本 興業銀行が外 資め導入、資本輸 出を行 っていることか ら、

たんに産業革 命の疇 期 とだけみることはで きない。重工業製品、 とくに機械 の海外輪人に依 存 し

た ことは 日瓜 産業革命 の不具性、特殊性 とみとめ られ る。
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最後に、 日本 資:本主義の後進性 と従属性の うち、従属性の画はやカミて明治末期関税改正によ一,

て 自主性 を回復 した時期に求め られ、そのとき、独 占資本 主義の一応の成立 とともに資本主義と

しても成立 した もの とみている。

論 文 智 査'結 果 り 要 旨

この博士論文は明治15年 創設の紡績連含会の発展 を中心に明治期に診け る独 占組織 の成立 を

論 じた もので、論文提出者 のほぼ15年 にわた る枡究成果が ここに集大成 されてい る。

その章別構成は第1章 では明治10年 代 の紡績連合会 を、弟2章 では明治20年 代 の紡績連合

会 をそれぞれ主 として取 扱い、第5童 では前章 をうけて、紡績連合会が著 しくカルテル的性格 を

帯び、その傘 下企業が輸出に椿力的に乗 り出す とと もに、い ち早 く海外へ の企業 進出 を試みるに

至(た 要 因を詳論 し、終章 では 日本に詮け る産業:革命についての諸説の再検討 を通 じ、明治5』0

年代 に澄いて資本主義の確立 と独 占資本の成立 とが重なる特殊事情 を附 明 し、 これ を結論に代え

ているo

そ のと りわけ独創的 なところは、初期の紡績蓬合会の性格 について、従来の同 業組合説 と独 占

体説 とを批判 的に検討 し、両者のいずれ ともいい難い 「洋糸髄過 」のための「育成 カルテル 」説

をたて、その発展過程においては 、棉花輪入税 と綿糸輸出税 の免除が逓説 のような単 なる目由主..

義的要請 に基 くものではな く、紡績連 合会 の明かに独 占組織 としての性格に よる ものである と、

む しろ総 じて創成 期に引続 いて、対外関係 が発展的に紡績連合会 を急速に カルテル化 させ たその

経緯 を解 明 し、独 占組織 と しての紡績連合会の性格 もダン ピング操業短 蠣にのみ求むべ きではな

いとしてい るところで あろ う。 これは極めて重要 な指摘で あって、論証 にな於幾 多の不 充分な と

ころが 見出されるに も拘 らず、高 く評 価 しなければ ならない。

な澄、棉花 輸入税免除 についての研 究は多いが、この輔 文の ように綿糸輸出税 の免除 をもそれ

との関連 の下 に同峙に裸上げた ものは 甚だ少ない。

以 上述べた ところに ょ り、論文提 出者は経 済学博士の学位を うけ る資格 をもつ ものと認定され

るo
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